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英国プルーデンシャル社はイーストスプリング・インベストメンツ株式会社の最終親会社です。最終親会社およびそのグループ
会社は主に⽶国で事業を展開しているプルデンシャル・ファイナンシャル社とは関係がありません。 
 

利益相反管理規程 
 

イーストスプリング・インベストメンツ株式会社 
 

1. ⽬的 

イーストスプリング・インベストメンツ株式会社（以下「当社」）は、英国プルーデンシャルグループ
（以下「グループ」）の⼀員として、グループが定める「ビジネス⾏動規範」に則り、誠実かつ倫理
的に業務を遂⾏する。特に、顧客との関係に影響を及ぼす可能性がある利益相反（潜在的な
利益相反を含む。以下同じ。）管理については、明確な⽅針を定め対応する。当社は、関連法
令等を遵守し、第三者から認識され得る事例を含む、全ての利益相反の事例を特定し、適切に
管理することが求められている。他の⾦融機関と同様に、当社は事業活動を⾏う中で様々な利
益相反問題に直⾯する場合が想定される。そのような場合において、当社の顧客、当社及び役
職員を守るために、利益相反の問題は適確に特定され、管理されなければならない。 

また当規程は、特に以下の事項について規定している。 
 当社における利益相反の管理の推進 
 当社及びグループ会社間で⽣じる利益相反を特定及び管理する場合の当社の役割 

当規程は、当社の全役職員に適⽤される。当規程は、利益相反に関する既存の規程等と共存
するものであって、代替するものではないことに留意する。 

 
2. 基本原則 

 役職員は、利益相反を特定し管理する責任を有する。 
 取締役会は、当規程及び利益相反管理フレームワークの導⼊に責任を有する。 
 当社は、当社が⾏う全ての事業について当規程が適⽤されていることを定期的に確認する。 
 当社リーガル＆コンプライアンス部（以下「L&C」）は、リスクベースアプローチに基づくモニタリン

グ・プログラムを実施し、当規程の遵守状況を確認する責任を有する。 
 グループ間の利益相反を適切に管理するため、当社を含むグループ各社は、グループ会社間で

⽣じる重要な利益相反について、グループのコンプライアンス部⾨に可能な限り速やかに報告す
る責任を有する。 

 
3. 利益相反の特定 

(1) 利益相反とは 

利益相反の定義は 1 つではなく、「当社（当社の役職員を含む）が持つ職務上の⼜は個⼈的
な利害関係が、その意思決定に不適切な影響を及ぼす可能性のある状況」と広く解釈されるべ
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きである。法令⼜はガイドライン等で特定されている場合もあるが、利益相反と考えられる状況を
すべて列挙することはできないため、役職員はその職務の遂⾏においてあらゆる局⾯から潜在的な
利益相反がないか確認することが求められる。 
特に、潜在的な利益相反のケースを検討するに際しては「重⼤性」を考慮する必要があり、その
判定に疑義がある時は、L&C に確認することが求められる。 

 
(2) 利益相反の類型 

利益相反を特定する際には、その状況が以下の利益相反の類型のいずれに該当するかを考える
ことが有効である。 

 会社 対 顧客 
当社が、顧客の利益を犠牲にして利益を得る状況 

 顧客 対 顧客 
当社が忠実義務を果たすべき状況において、ある顧客の利益を犠牲にして、他の顧客が利
益を得る⼜は損失を回避できる状況 

 個⼈ 対 顧客（または会社） 
顧客または当社が不利益や損失を被る可能性がある中で、役職員が利益を得る状況 

 会社 対 会社 
当社⼜は当社のファンドが、他のグループ会社の利益を犠牲にして利益を得る状況 

当社は、ビジネス⾏動規範において「すべての顧客に対し、公平・公正かつ誠実に対応すること」
を求めており、上記の類型のうち当社の顧客に影響を及ぼす可能性があるものについては、特に
注意を払わなければならない。 
また、顧客に影響を及ぼす利益相反は、当社のレピュテーションリスクを⾼めるだけでなく、法令違
反⾏為とみなされる場合があることに留意する。 
さらに、ある事案が複数の利益相反を⽣ずる場合があることに注意しなくてはならない。 
 

(3) 利益相反の管理 

利益相反は、適切なリスク評価に基づき、顧客または当社へ重⼤な影響が及ばないよう管理し
なければならない。 
当社における利益相反管理⼿法の代表例は、以下の通りである。 

 グループの定める基準に従い、役職員報酬に関する⽅針及び規程等並びに決定⽅法を定め、
実際の報酬体系がビジネス⾏動規範を遵守していることを確認する。 

 必要に応じて社内の異なる部署間に情報障壁を設け、潜在的な利益相反が⽣じないように
適切な情報伝達の管理を⾏う。 
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 社内で利益相反が⽣じる可能性のある事業部⾨（たとえば、運⽤部⾨と営業部⾨）を分
離し、管理する。 

 役職員が他の役職員の職務遂⾏に不適切な影響を及ぼすことを防⽌するために必要な⼿
段（例：ハラスメントに関する⽅針）を講ずる。 

 必要な情報が適切かつタイムリーに報告されるよう、「報告とエスカレーション」の適切なプロセス
を定め、利益相反リスクの軽減と管理に努める。 

 部⾨間での利益相反が存在する場合には、当該部⾨が係る利益相反を正しく理解し適切
な管理が実⾏されるよう、その管理⽅法を明⽂化する。 

 セカンドラインを担う L&C のコンプライアンス・モニタリング・プログラムにおいて、利益相反管理を
監視対象項⽬とし、管理の有効性をリスクベースで継続的に検証する。 

 利益相反が疑われる可能性がある場合には、当該役職員の関与を制限する。 

 適切な利益相反管理を⾏うことができない状況を回避する。 

当社は、上記だけで対応できない場合には、その事例に応じた新たな対応を実施し、あらゆる利
益相反について、適切なリスク管理を⾏わなければならない。万⼀、当規程を含む利益相反に関
する複数の規程間で齟齬が⽣じている場合には、当規程が優先される。 
利益相反は、当規程及び関連規程に定められた⼿続きに従い、適切に報告されなければならな
い。また当社は、当社の事業が当規程に沿って⾏われていることの確認、及びグループ間の利益
相反が⽣じた場合にはその特定と管理を⾏う責任を有する。 
 
利益相反を防⽌・管理すべくあらゆる取り組みを⾏ったにもかかわらず、顧客に直接影響を及ぼす
可能性がある場合は、当社はそのような利益相反の状況の開⽰について検討しなければならない。
この場合、当該開⽰は、顧客が利益相反の内容を理解し、利益相反が存在することを認識した
上で、当社のサービスを継続するか否かを判断するために、⼗分な内容でなくてはならない。ただし、
当社と顧客との信頼関係を考慮すると、利益相反の開⽰は有効なリスク低減策とはならず、係る
開⽰は最終的な⼿段であり、利益相反管理の代替⼿段とはならないことに留意する。 
 
利益相反管理の実効性を確保するため、L&C は、利益相反管理台帳に登録された重⼤な利益
相反事例がある場合には、各事例の評価が⼀定の統⼀的基準に基づくことを確認しなければなら
ない。また L&C は、年次コンプライアンス・モニタリング・プログラムにおいて、利益相反管理体制の実
効性を評価・記録し、懸案事項が発⾒された場合には、必要に応じ経営委員会や取締役会に報
告しなければならない。 
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4. 当社の責務 

当社における実効的な利益相反管理を実践するため、以下の⽅策を実施する（関係部⾨およ
び従業員の具体的な責務は、下記 5.〜9.を参照）。 

a) 利益相反の特定、その解釈及び⼀連の過程の⽂書化を適切に⾏うため、当規程に基づく当
社における利益相反の類型及び事例の作成、ビジネスモデル及び各オペレーションの定期的
な確認 

b) 当規程に基づく適切な管理プロセスの確⽴（特に以下の点を考慮） 

i） ⽇本の法令及び当社のビジネスモデルや業務内容 

ii） 利益相反の報告⼿段および時期 

c) 新⼊社員に対する利益相反に関する⼊社時研修、在籍者に対する利益相反に関する定期
的な研修の実施 

d) 当規程及び当規程に基づく管理プロセスの定期的（原則、年次）な⾒直し（当社事業環
境の変化等の考慮が必要） 

e) 利益相反類型集の整備及び定期的（原則、年次）な⾒直し 

f) 利益相反類型集に係る管理体制の実効性の評価 

g) グループに対する利益相反類型集の年次報告（重⼤な変更がある場合には速やかな報告
が必要） 

h) グループ間での利益相反が発⾒された場合の、グループに対する速やかな報告 
 

5. L&C の責務 

L&C は、以下の責務を有する。 

a) 当規程の施⾏および定期的な⾒直し 

b) コンプライアンス・モニタリング・プログラムに基づく利益相反管理対象項⽬の設定 

c) コンプライアンス・モニタリング・プログラムに基づく利益相反管理の実効性の確認・評価 

d) 利益相反事例の報告を受けた場合には、利益相反管理台帳への登録 

e) 利益相反管理上の懸案事項のグループ報告（必要な場合） 

f) 利益相反管理台帳に登録された利益相反事例がある場合には、その内容、所管部署による
リスク評価の状況および各事例の評価が統⼀基準に基づくことの確認、ならびに必要に応じた
再検証の実施 
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g) 新⼊社員に対する利益相反に関する⼊社時研修、在籍者に対する利益相反に関する定期
的な研修の実施 

h) 経営委員会に対する、利益相反管理台帳に係る年次報告（利益相反管理台帳に登録され
た利益相反事例がある場合） 

 

6. 各部⻑の責務 

各部⻑は、以下の責務を有する。 

a) 従業員から具体的な利益相反事案について報告⼜は相談を受けた場合には、ヒアリング・必要
な調査の実施及び問題の特定。この場合、当該従業員の権限・責任範囲および当該事案の
対象に係る意思決定への関与状況等を確認しなければならない。 

b) L&C および⼈事部との協議の上での、最適な対応策の決定。この場合、当該従業員は利益
相反状態の解消を求められる場合がある。 

c) L&C が管理する利益相反管理台帳への、利益相反事例の登録依頼（当該従業員、部⻑、
⼈事部及び L&C の確認が必要） 

d) 所管部署に係る利益相反管理台帳の適正な管理（利益相反事例の詳細、対応策リスク評
価、追加措置の必要性評価、およびこれらの実施状況等を含む） 

e) 利益相反の「重⼤性」に変更があった場合の、L&C への速やかな報告 

f) 利益相反管理台帳および従業員による利益相反に関する宣誓記録、ならびに所管部内にお
ける利益相反管理体制の適切性の定期的レビュー。レビューは原則年次で実施し、評価結果
は利益相反リスクの評価に反映されなければならない。 

 

7. 経営委員会の責務 

経営委員会は、以下の責務を有する。 

a) 利益相反管理が適切に⾏われ、L&C へ適時報告されているかの確認 

b) 利益相反管理の適切性に関する定期的な確認（原則として年次） 

c) 利益相反の該当性への判断が必要な場合に、L&C が必要な助⾔を⾏うプロセスの確認 

利益相反類型集は、原則として年次で監査リスク委員会に提出しなければならない。 
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8. グループ間の利益相反の報告及び管理 

当社は、他のグループ会社またはグループ全体に重⼤な影響を及ぼす可能性がある利益相反を
認識した場合には、既に管理⽅法等が定められている場合を除き、直ちにグループのチーフ・リス
ク・オフィサーに報告しなければならない。この場合、直接的な利益相反（他のグループ会社が直
接の相⼿⽅となるもの）に加えて、間接的な利益相反（他のグループ会社が直接の相⼿⽅とな
らないもの）も含むものとする。 

 
9. 役職員の⾏為原則 

(1) 役職員の責務 

当社の役職員は、以下の責務を有する。 
 当規程に基づく開⽰・管理が⾏われていない利益相反は、当社及びその役職員の誠実性を

毀損するリスクがある。役職員は係る利益相反の特定に努め、可能な限り、あらゆる利益相
反の状況を回避するよう努めること 

 潜在的な利益相反を特定した場合は、その状況を管理するための対策が講じられるよう直属
の上司または関係者に報告すること 

 利益相反に関する研修に参加すること 

 当規程、当社およびグループ会社の関連諸規程や⽇本の関連法令を理解し、遵守すること 

 
(2) 誓約及び開⽰⼿続き 

a) 役職員は当規程を遵守し、⾃⾝がおかれている潜在的または実際の利益相反の状況につい
て、所定のフォームを使⽤し、⼊社時及び年次で宣誓をしなくてはならない。役職員は
社内規程等の内容及び要件について理解を深めるため、年次研修を受講しなけ
ればならない。 

b) 役職員が業者選定または⼊札等に関わる場合には、相⼿⽅等との間に利益相反の要素（実
際の利益相反、潜在的あるいは第三者から利益相反と認識され得るもの）がある場合には、
事前にそれらを直属の上司及び⼈事部に報告しなくてはならない。 

c) 役職員が利益相反の状況にある場合には、当該利益相反により受ける可能性のある個⼈的
利益を⼈事部に報告をするとともに、その状況の回避に努め、不可能な場合には直属の上司
及び⼈事部と協議のうえ適切な管理を⾏わなければならない。 

d) 上記の場合、当該上司及び⼈事部は以下の対応を⾏わなければならない。 
 利益相反が⽣じている、あるいは⽣じる可能性がある状況において、当該役職員が意思決

定への関与の可能性の検証を⾏うこと。 
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 利益相反の存在が懸念される場合は、最も適切と思われる防⽌策を策定すること。 

 重⼤な利益相反が特定された場合には、最も適切と思われる対応⽅針を策定し、L&C ま
たは関連責任者による検証及び承認を受けること。 

 利益相反の状況及び対応⽅針の詳細を記録し、役職員本⼈、その直属の上司、⼈事部及
び L&C が署名・承認をすること。 

e) 役職員はすでに報告を⾏った利益相反の状況に変更があった場合は、当該変更について直
ちに直属の上司及び⼈事部に報告をしなければならない。当該変更は、必要な場合には再
承認を受け、記録される。⼈事部は、採⽤、異動、昇進等を承認する際には、利益相反が⽣
じる可能性がないか検証する。 

f) 利益相反の記録は⼈事部が保管し、年次で L&C によるレビューを受けなければならない。利益
相反があるにも関わらず、その報告をしなかった役職員は、解雇を含む懲罰の対象となり得る。 

 
(3) 副業 

役職員による副業は、当該役職員の職務によっては利益相反が⽣ずる可能性がある。役職員は
副業を⾏おうとする場合には、事前に以下の⼿続きを取らなければならない。 

 副業の詳細を開⽰すること 

 直属の上司、⼈事部、及び L&C からの承認を受けること 

 承認条件が記載された承認書への署名すること 

 当社との雇⽤関係を副業先への通知すること 

上記の規定は、当社との雇⽤関係が副業となる役職員についても同様に適⽤されることにも留意
しなければならない。 

 
10. 改訂履歴 

(1) 2012 年 4 ⽉ 24 ⽇制定 
(2) 2017 年 2 ⽉ 8 ⽇改訂 
(3) 2018 年 6 ⽉ 8 ⽇改訂 
(4) 2019 年 2 ⽉ 27 ⽇改訂 
(5) 2019 年 5 ⽉ 17 ⽇改訂 

以 上 

当書類は、正本（英語版）である「Conflicts of Interest Policy」の翻訳です。翻訳に
は最善を尽くしておりますが、万⼀、乖離がある場合は、英語版が優先されます。 


